
9

社会保険料 219,5

Ｆ

89

移転収入 2,75

＝

0,624

公債等 2,

Ｄ

807,916

その他

＋

の財源の調達 △4,4

Ｅ

71,390

評価・換

資

算差額等 3,167,

金

665 ← ＮＷＭより

そ

6

の他の純資産 276,

,

615,655 Ｔ

開始

6

時未分析残高 276,

2

615,655

その他

7

純資産 0

純資産合計 2

,

84,550,309

3

Ｕ＝Ｒ＋Ｓ＋Ｔ

負債・

9

純資産合計 424,4

4

23,293 Ｖ＝Ｑ＋

Ｅ

Ｕ

← ＣＦより

金融資産（資金を除く） 13,740,793 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 6,392,797 Ａ

税等未収金 4,065,035

未収金 2,113,470

貸付金 790,659

その他の債権 56,082

(控除)貸倒引当金 △632,448

有価証券 599,659 Ｂ

投資等 6,748,337 Ｃ

出資金 245,

【

144

基金・積立金 6

様

,383,502

財政

式

調整基金 1,925,

第

186

減債基金 0

その

1

他の基金・積立金 4,

号

458,316

その他

】

の投資 119,692

平

２．非金融資産 404

成

,055,105 Ｍ＝

２

Ｊ＋Ｋ＋Ｌ

事業用資産

１

147,212,29

年

3 Ｊ＝Ｇ＋Ｈ＋Ｉ

有形

度

固定資産 145,72

　

1,517 Ｇ

土地 85

小

,630,044

立木

田

竹 28,559

建物 5

原

5,600,551

工

市

作物 466,556

機

　

械器具 1,497,1

単

33

物品 922,55

体

3

船舶 0

航空機 0

その

貸

他の有形固定資産 1,

借

526,204

建設仮

対

勘定 49,918

無形

照

固定資産 1,375,

表

726 Ｈ

地上権 1,1

（

92,819

著作権・

B

特許権 0

ソフトウェア

S

1,311

電話加入権

)

0

その他の無形固定資

（

産 181,596

棚卸

平

資産 115,050 Ｉ

成

インフラ資産 256,

2

842,811 Ｋ

公共

2

用財産用地 98,73

年

5,277

公共用財産

 

施設 154,847,

3

453

その他の公共用

月

財産 2,963,14

 

8

公共用財産建設仮勘

3

定 296,933

繰延

1

資産 0 Ｌ

資産合計 42

日

4,423,293 Ｎ

現

＝Ｆ＋Ｍ

【負債の部】

在

１．流動負債 15,1

）

40,672 Ｏ

未払金

（

及び未払費用 1,63

単

1,599

前受金及び

位

前受収益 0

引当金 93

：

5,113

賞与引当金

千

935,113

預り金

円

（保管金等） 1,01

）

5,837

公債（短期

【

） 9,938,223

資

短期借入金 0

その他の

産

流動負債 1,619,

の

903

２．非流動負債

部

124,732,31

】

1 Ｐ

公債 110,05

１

8,589

借入金 0

責

．

任準備金 0

引当金 11

金

,420,070

退職

融

給付引当金 11,32

資

0,070

その他の引

産

当金 100,000

そ

2

の他の非流動負債 3,

0

253,652

負債合

,

計 139,872,9

3

84 Ｑ＝Ｏ＋Ｐ

【純資

6

産の部】

財源 446,

8

116 Ｒ

資産形成充当

,

財源（調達源泉別） 7

1

,488,538 Ｓ

税

8

収 3,014,133



用 56,805,763 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 19,903,152 Ａ

議員歳費 156,144

職員給料 10,455,621

賞与引当金繰入 946,195

退職給付費用 1,667,450

そ

【

の他の人件費 6,67

様

7,742

②物件費 1

式

0,888,146 Ｂ

第

消耗品費 987,97

2

1

維持補修費 2,25

号

1,123

減価償却費

】

3,699,080

そ

平

の他の物件費 3,94

成

9,972

③経費 11

２

,255,462 Ｃ

業

１

務費 74,796

委託

年

費 8,181,147

度

貸倒引当金繰入 655

　

,455

その他の経費

小

2,344,065

④

田

業務関連費用 14,7

原

59,004 Ｄ

公債費

市

（利払分） 3,426

　

,409

借入金支払利

単

息 81,190

資産売

体

却損 14,507

その

行

他の業務関連費用 11

政

,236,899

２．

コ

移転支出 51,086

ス

,304 Ｆ

①他会計へ

ト

の移転支出 0

②補助金

計

等移転支出 39,48

算

4,483

③社会保障

書

関係費等移転支出 11

（

,214,639

④そ

P

の他の移転支出 387

L

,182

経常費用合計

）

（総行政コスト） 10

（

7,892,067 Ｇ

自

＝Ｅ+Ｆ

【経常収益】

平

経常業務収益 31,9

成

52,447 Ｊ＝Ｈ+

２

Ｉ

①業務収益 31,3

１

05,622 Ｈ

自己収

年

入 31,110,96

　

8

その他の業務収益 1

４

94,654

②業務関

月

連収益 646,822

　

Ｉ

受取利息等 14,1

１

25

資産売却益 8,0

日

22

その他の業務関連

 

収益 624,676

経

至

常収益合計 31,95

平

2,447 Ｋ＝Ｊ

純経

成

常費用（純行政コスト

２

） △75,939,6

２

22 Ｌ＝Ｋ-Ｇ → ＮＷ

年

Ｍへ

　３月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務費



3,320 36,173,320 36,173,320

他会計からの移転収入 0 0 0

補助金等移転収入 24,489,634 24,489,634 24,489,634

国庫支出金 18,603,266 18,603,266 18,603,266

都道府県等支出金 5,886,368 5,886,368 5,886,368

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 11,683,685 11,683,685 11,683,685

④その他の財源の調達 10,119,563 10,119,563 10,119,563

固定資産売却収入（元本分） 313,984 313,984 313,984

長期金融資産償還収入（元本分） 376,028 376,028 376,028

その他財源調達 9,429,550 9,429,550 9,429,550

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 533,412 167,117 1,205,084 1,201,763 △2,580,690 3,169,247 3,695,933 3,695,93

【

3

１．固定資産の変動

様

533,412 4,3

式

74 1,180,67

第

7 1,201,763

3

△8,447,790

号

△5,527,566

】

△5,527,566

平

①固定資産の減少 0 0

成

0 0 △9,923,1

２

11 △9,923,1

１

11 △9,923,1

年

11

減価償却費・直接

度

資本減耗相当額 0 0 0

　

0 △9,429,55

小

0 △9,429,55

田

0 △9,429,55

原

0

除売却相当額 0 0 0

市

0 △493,561 △

　

493,561 △49

単

3,561

②固定資産

体

の増加 533,412

純

4,374 1,180

資

,677 1,201,

産

763 1,475,3

変

21 4,395,54

動

6 4,395,546

計

固定資産形成 533,

算

412 4,374 1,

書

180,677 1,2

（

01,763 1,50

N

3,945 4,424

W

,170 4,424,

M

170

無償所管換等 0

）

0 0 0 △28,624

（

△28,624 △28

自

,624

２．長期金融

平

資産の変動 0 162,

成

743 24,407 0

２

5,867,101 6

１

,054,251 6,

年

054,251

①長期

　

金融資産の減少 0 0 0

４

0 △384,372 △

月

384,372 △38

　

4,372

②長期金融

１

資産の増加 0 162,

日

743 24,407 0

 

6,251,472 6

至

,438,623 6,

平

438,623

３．評

成

価・換算差額等の変動

２

3,169,247 3

２

,169,247 3,

年

169,247

①評価

　

・換算差額等の減少 △

３

2,981,324 △

月

2,981,324 △

　

2,981,324

再

３

評価損 △2,981,

１

324 △2,981,

日

324 △2,981,

）

324

その他評価額等

（

減少 0 0 0

②評価・換

単

算差額等の増加 6,1

位

50,571 6,15

：

0,571 6,150

千

,571

再評価益 6,

円

150,571 6,1

）

50,571 6,15

財

0,571

その他評価

源

額等増加 0 0 0

Ⅲ．そ

財

の他の純資産変動の部

源

0 0 0 0

１．開始時未

合

分析残高 0 0 0

２．そ

計

の他純資産の変動 0 0

資

0

その他純資産の減少

産

0 0 0

その他純資産の

形

増加 0 0 0

当期変動額

成

合計 665,372 △

充

1,201,763 △

当

536,391 533

財

,412 167,11

源

7 1,205,084

資

1,201,763 △

産

2,580,690 3

形

,169,247 3,

成

695,933 0 0 0

充

3,159,543

当

当

期末残高 3,254,

そ

032 △2,807,

の

916 446,116

他

3,014,133 2

の

19,589 2,75

純

0,624 2,807

資

,916 △4,471

産

,390 3,167,

そ

665 7,488,5

の

38 276,615,

他

655 0 276,61

の

5,655 284,5

純

50,309

純資産合計
財源余剰

未実現財源
税収 社会保険料 移転収入 公債等

その他の 評価・換算 開始時未
その他純資産財源合計 資産合計

消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 2,588,661 △1,606,153 982,507 2,480,721 52,472 1,545,540 1,606,153 △1,890,700 △1,582 3,792,604 276,615,655 0 276,615,655 281,390,766

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 665,372 △1,201,763 △536,391 △536,391

１．財源の使途 △91,970,035 △1,201,763 △93,171,797 △93,171,797

①純経常費用への財源措置 △75,939,622 0 △75,939,622 △75,939,622

②固定資産形成への財源措置 △3,230,247 △1,201,763 △4,432,010 △4,432,010

事業用資産形成への財源措置 △670,052 △39,665 △709,717 △709,717

インフラ資産形成への財源措置 △2,560,195 △1,162,098 △3,722,293 △3,722,293

③長期金融資産形成への財源措置 △6,430,121 0 △6,430,121 △6,430,121

④その他の財源の使途 △6,370,044 0 △6,370,044 △6,370,044

直接資本減耗 △6,254,946 0 △6,254,946 △6,254,946

その他財源措置 △115,098 0 △115,098 △115,098

２．財源の調達 92,635,407 92,635,407 92,635,407

①税収 36,251,410 36,251,410 36,251,410

②社会保険料 10,091,115 10,091,115 10,091,115

③移転収入 36,17



（

0

公債発行収入 6,8

単

73,600

②借入金

位

収入 0 Ｘ

短期借入金収

：

入 0

借入金収入 0

③そ

千

の他の財務的収入 47

円

,113 Ｙ

財務的収支

）

△7,036,467

【

ＡＡ＝Ｚ－Ｖ

当期資金

経

収支額 1,257,9

常

95 ＡＢ＝Ｓ＋ＡＡ

期

的

首資金残高 5,369

収

,400 ＡＣ

期末資金

支

残高 6,627,39

区

4 ＡＤ＝ＡＢ＋ＡＣ →

分

ＢＳへ

】

Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 100,185,211 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 49,098,907 Ａ

人件費支出 19,891,733

物件費支出 7,266,566

経費支出 10,599,857

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 11,340,750

②移転支出 51,086,304 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 39,484,483

社会保障関係費等移転支出 11,214,639

その他の移転支出 387,182

２．経常的収入 112,6

【

51,764 Ｈ＝Ｄ＋

様

Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入

式

35,771,589

第

Ｄ

②社会保険料収入 8

4

,962,691 Ｅ

③

号

経常業務収益収入 31

】

,666,374 Ｆ

経

平

常収益収入 31,09

成

8,235

業務関連収

２

益収入 568,137

１

④移転収入 36,25

年

1,111 Ｇ

他会計か

度

らの移転収入 △1,5

　

51,638

補助金等

小

移転収入 26,041

田

,272

その他の移転

原

収入 11,761,4

市

76

経常的収支 12,

　

466,553 Ｉ＝Ｈ

単

－Ｃ

【資本的収支区分

体

】

Ⅱ．資本的収支

１．

資

資本的支出 12,09

金

1,757 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ

収

＋Ｌ

①固定資産形成支

支

出 4,204,278

計

Ｊ

②長期金融資産形成

算

支出 6,836,12

書

1 Ｋ

③その他の資本形

（

成支出 1,051,3

C

58 Ｌ

２．資本的収入

F

7,919,668 Ｑ

)

＝Ｎ＋Ｏ＋Ｐ

①固定資

【

産売却収入 441,2

3

02 Ｎ

②長期金融資産

区

償還収入 6,784,

分

857 Ｏ

③その他の資

形

本処分収入 693,6

式

09 Ｐ

資本的収支 △4

】

,172,090 Ｒ＝

（

Ｑ－Ｍ

基礎的財政収

自

支 8,294,462

平

Ｓ＝Ｉ＋Ｒ

【財務的収

成

支区分】

Ⅲ．財務的収

２

支

１．財務的支出 13

１

,957,180 Ｖ＝

年

Ｔ＋Ｕ

①支払利息支出

　

3,508,297 Ｔ

４

公債費（利払分）支出

月

3,426,409

借

　

入金支払利息支出 81

１

,889

②元本償還支

日

出 10,448,88

 

3 Ｕ

公債費（元本分）

至

支出 9,493,15

平

8

公債（短期）元本償

成

還支出 9,493,1

２

58

公債元本償還支出

２

0

借入金元本償還支出

年

0

短期借入金元本償還

　

支出 0

借入金元本償還

３

支出 0

その他の元本償

月

還支出 955,725

　

２．財務的収入 6,9

３

20,713 Ｚ＝Ｗ＋

１

Ｘ＋Ｙ

①公債発行収入

日

6,873,600 Ｗ

）

公債（短期）発行収入


